









































































奉天 赤峰 鄭家屯 その他 合計
1918年 18,412 ― 434 5,680 24,526
1919年 16,522 ― 677 6,889 24,008
1920年 ― ― ― ― ―
1921年 37,847 21,001 3,649 7,527 70,024
1922年 118,184 21,001 3,649 7,851 150,685
1923年 118,579 21,001 12,081 14,442 166,103
1924年 ― ― ― ― ―
1925年 117,310 70,001 14,122 11,700 213,133
1926年 117,528 70,001 12,670 11,456 211,655
1927年 110,954 106,588 12,670 13,960 244,172
1928年 117,631 106,588 12,670 16,114 253,003
1929年 123,869 106,558 12,670 15,918 259,015
1930年 133,125 106,588 12,670 15,382 267,765
1931年 ― ― ― ― ―
















































































奉天 赤峰 鄭家屯 その他 合計
1918年 18,412 ― 434 5,680 24,526
1919年 16,522 ― 677 6,889 24,008
1920年 27,530 ― 3,230 9,921 40,681
1921年 37,847 21,001 3,649 7,527 70,024
1922年 118,184 21,001 3,649 7,851 150,685
1923年 118,579 21,001 12,081 14,442 166,103
1924年 116,685 21,001 11,108 15,579 164,373
1925年 117,310 70,001 14,122 11,700 213,133
1926年 117,528 70,001 12,670 11,456 211,655
1927年 110,954 106,588 12,670 13,960 244,172
1928年 117,631 106,588 12,670 16,114 253,003
1929年 123,869 106,558 12,670 15,918 259,015
1930年 133,125 106,588 12,670 15,382 267,765























































1915年 6月 懲弁国賊条例（中央政府） 外国人と契約して国家の権利を損害した者は死刑。
商租地畝須知（中央政府） 中国側の商租細則。権限を縮小解釈。
1923年 7月 商租禁止に関する訓令（奉天省） 商租細則が未成立のため商租を禁止。
1927年 7月 日本人の居住制限に関する密令（吉林省） 商埠地以外での家屋の貸与禁止。
11月 外国人に対する土地家屋貸借禁止に関する訓令（奉天省）
12月 森林執照の担保禁止命令（吉林省）


























































































奉天 安東 その他 合計
1918年 272 54 102 428
1919年 298 55 214 567
1920年 348 58 285 691
1921年 389 60 356 805
1922年 386 3 186 575
1923年 411 3 291 705
1924年 217 627 434 1,278
1925年 222 601 636 1,459
1926年 216 574 445 1,235
1927年 221 578 439 1,238
1928年 228 497 464 1,189
1929年 259 456 423 1,138
1930年 279 422 494 1,195
1931年 298 407 516 1,221
註）出典は表2と同じ。
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義の商租に対しては敵対的であったものの、それ以外の土地契約については、当初、黙認して
いたようである。やはり1919年分に関する安東領事館の報告によると、この年の新規商租件数
は 1 件とあるが、これとは別に商租に類似する土地契約が273件、1371町歩あり、そのほかに
詳細不明の分がまだ約600町歩あるという。また、1921年分の牛荘領事館の報告では、中国の
定めた手続きに従うことで、商租について中国官憲の公認を得た事例が存在した。
　次に、商租権問題の原因について現地領事がどのように観察していたのかであるが、ここで
特に注目すべきは中国側の税制と商租との関係である。これについては奉天総領事館が数年に
わたって報告しているが、例えば、1922年分に関する報告によれば、中国側が商租年数に応
じて租税の前納を要求するようになったため、あえて商租の形式をとらず、「日支人共同経営
の形式に依るもの或は年租の形式を採るもの等漸次増加し来れり」という状況が生じたという。
また、1923年分の報告では、中国の定めた規則に則って手続きをとれば中国官憲もこれを許
可しているが、「然れとも日本人にして商租せる土地に対し兎角課税及警察法等に服せさる結
果」、商租が不調になっている、と報じている。そして、「畢竟するに日鮮人にして支那の課税
及警察法に服する以上支那に於ても日鮮人の土地に関係するを左まて排斥せんとする意図なき
ものと思料せらる」とも見ていた。つまり、日本人が中国の課税から逃れようとしていることに、
商租権問題複雑化の要因の一端を見出しているのである。奉天総領事館は満洲の政治的中心に
位置し、管内の商租件数も他に比べてかなり多い。したがって、単なる一地方的現象ではない
と考えるべきである。南満東蒙条約によれば、満洲内地に居住する日本人は、日本領事の承認
した中国の課税・警察法令に服することになっていた。かくして、現地領事においては、商租
そのものだけでなく、それにまつわる法的基盤の整備が、重要な課題と認識されるようになる。
　ここでさらに注目すべきは、商租の不振や紛争の原因について、日本側の問題への指摘がほ
かにもいくつか存在することである。その一つは紛争の原因を中国の排外姿勢ではなく、現地
の実情を無視した日本側に求めるものであり、例えば、1922年分の奉天総領事館の報告では、
商租をめぐる紛争について記し、その理由について、日本側の契約者がもともと現地にあった
小作人を放逐したため、小作人が官憲に訴えて起こったものであるとし、「排外的意図に出た
るものに非らさるなり」と説明している。対立の原因として日本側の態度を挙げるのは、1924
年分に関する遼陽領事館の報告も同様であり、「邦人商租権者の我利的態度等は商租に禍して
遂に支那地方官憲の圧迫となり」と説明する。また、1925年分の赤峰領事館の報告でも、妨害
の原因として「元来本邦人か之等合弁公司を組織し土地を商租するに当り甚た曖昧杜撰の方
法によりしこと」を挙げている。ほかにも、商租不振の原因が日本側の経済状況にあると指摘
するものもあり、1923年分に関する鄭家屯領事館の報告では、「財界不況の結果比較的大資本
を要し且目前の利得無き農業を目的とする土地に対し余裕なきに至れる」と述べ、日本の投資
意欲の低下にも問題があると見ていた。現地領事の分析は、中国側の敵対的態度を認めつつも、
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これに加えて、実際的な要因をも見逃してはいなかったのである。
（３）領事報告から分析する商租権問題の展開
　前節で見たように、商租権問題は多くの場合、中国側の間接的妨害と法的基盤の不備に原因
があり、そこに日本側の中国現地法令への態度や土地経営の杜撰さ、経済状況などが加わって
複雑化した。ただし、日中関係の変化が与えた影響も当然存在する。いくつかの領事報告に共
通するのが、1923～24年頃を境に中国側の態度がより硬化したという点である。
　1924年分に関する遼陽領事館の報告には、「特に大正十二年以来は支那の商租規則に遵ふも
のと雖一々省当局に上申精査の上拒否を決することゝなりたるものゝ如く商租は事実上不可能
となれるやの観あり」との記述があり、また、同年分の鉄嶺領事館の報告でも「支那官民の態
度は四五年前迄特に認むへきものなく契約容易なりしも両三年来各地共民間は兎も角官憲側に
於て之を喜はさる風なり密に契約するも官憲の圧迫尠からさる模様あり右は地方的のものに非
すして奉天当局方面より出てたるものゝ如し」と見ていた。ほかにも1924年分の奉天総領事館
通化分館の報告なども同様の状況を指摘して、「今後鮮人の土地貸借経営は多少困難を来すへ
しと予想せらる」としている。これはパリ講和会議以降、排日の輿論が高まり、特にワシント
ン会議（1921年11月～22年 2 月）では21ヶ条関連条約の破棄が話題となったこと、さらにそれ
がもとになって1923年には旅大回収運動が起きたことと関係していると考えられる。
　このように、中国が国権回収的な動きを見せはじめると、商租権をめぐる日中対立も深まり、
権利の空文化が進んだ。しかし一方で、領事報告を見ると、単年の賃借や小作契約の形式を
とることで、土地の利用自体は可能であったことがわかる。1924年分に関する奉天総領事館の
報告によれば、中国官憲は商租を否認し、商租権設定以前の土地契約に関しても、長期間のも
のは認めず「暫租即ち年租」についてのみ認めているが、その意図は、「商租細則なき限り其
準拠法なきを以て細則の協定を見るまては暫行的に租地を許す」という点にあると考えられた。
そして、こうした中国側の商租否認の態度を見た日本人側は「支那側官民共に心よしとせさる
商租の二字を避け、或は典、押〔質と抵当――引用者註〕の形式によるか或は年租の形を以て
事実上土地の利用をなすに至れり。殊に鮮人の多くは資金の薄弱なる関係上一二年の年租契約
により農業に従事し居る」という状況であった。つまり、裏を返せば、狭義の商租権の形骸化
のみをもってしては、日本人による土地利用自体が行き詰まったとは即断できないのである。
　こうした全般的状況に加えて、商租妨害の程度は地域によって一様ではなく、例えば、日本
人（朝鮮人を含む）の土地利用の目的は主として水田経営にあったが、その利益性から、中国
人地主側にも水面下でこれを求める動きがあったようである。1925年分の奉天総領事館通化分
館の報告では、1924年以来朝鮮人の土地商租に対する中国官憲の態度が厳しくなり、新たな商
租はほとんど不可能になったことを指摘しながらも、水田経営の利潤が大きいことから、中国
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人地主は、開墾自体は歓迎しており「従て官憲当局に於ても水田に対しては絶対に其商租を許
容せさる方針には非さるか如し」と見ていた。また、商租取り締まりの加減も年毎に差があっ
たようであり、さらに加えて、中国の国内情勢の変化にも左右された。例えば、1927年分の奉
天総領事館通化分館の報告には、同地域内は取り締まりの結果、ほぼ全てが単年契約となった
とあるが、翌1928年分の報告では「支那官憲の之等鮮人の土地賃借に対する態度は本年は従前
に比し稍緩和したる感ありて租子〔小作――引用者註〕も又は押の如きも余り露骨に干渉せさ
るに至りしか如し」とある。また、1926年分の赤峰領事館の報告では、それまでに比べ、「本
年四月現熱河都統湯玉麟の就任後は何等の圧迫を加へたるを聞かす右は蓋し同人か東亜勧業会
社との間に特殊の黙契あると戦争倥偬の際深く内政を顧るの遑なきとの為ならむと思料さる」
と分析している。
　ところで、1920年代後半以降、領事報告中の中国官憲の態度に関する項目はあまり記載され
なくなる。表３で確認できるように、商租関係の法令がむしろこの時期以降に増加することを
考えると、やや不可解である。その理由ははっきりしないものの、おそらくそれまでと状況が
さほど変わらなかったことによると考えられる。それを裏付けるように、いくつか記載されて
いる例を見ても、それまでとほぼ同内容である。例えば、1930年分に関する鉄嶺領事館の報告
には「中国側官憲は近年邦人鮮人に土地或は家屋を売渡し又は貸与せさる様密令し居り若し之
を犯すものは国土盗売を以て処罰することとなり居れるか故に一般地主は鮮人を自家使用人の
形式にて官憲に届出て内実一ヶ年間の商租を反復する状態なり」とあり、商租への妨害が続い
ていたものの、それをかいくぐった土地の利用自体は依然として不可能ではなかった。
　ただし、中国の国内政治情勢の変化による日中対立の激化を無視することはできない。1929
年分に関する遼陽領事館の報告では、「国民政府の東省を治下に収むるに至り国権の拡充を標
榜し形式的にもせよ内治外交の刷新に力めんとする現今に在りては更に懲治盗売国土暫行条例
或は対外人貸与稲田禁止令を発する等新に商租に対し其の成立に圧迫を加へんとする情勢にあ
り」と述べており、張学良政権、特に易幟（国民政府への合流）以後の対日態度の影響を垣間
見ることができる。
　以上の領事報告の分析からは、単に中国の商租妨害法令や一部の事例を見るだけではわかり
にくい、商租権問題をめぐる現地の実態が確認できた。商租の妨害は、排外的な気運が高まる
1920年代中頃から本格化するものの、それを回避する方策もないわけではなかった。また、そ
の時々の政治情勢や地域的な差異も存在していたのである。
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３．日本人の商租権問題への認識
（１）日本の国内報道の展開
　これまで商租権問題に関する現地の状況について見てきた。では、こう
した状況について、当時の日本の国内はどのように反応していたのであろ
うか。これを知るうえで手がかりになるのが、新聞での報道であろう。そ
こで、ここでは新聞報道への検討を通して、日本国内における商租権問題
の扱われ方について見てみたい。検討対象としたのは、現在、この時期の
記事検索が可能な朝日新聞、毎日新聞、読売新聞のうち、「商租」をキー
ワードとして検索結果が最も多かった朝日新聞を中心に、ほかに多様な新
聞の経済関係記事を横断的に検索できる、神戸大学附属図書館新聞記事文
庫も参照した。なお、参考までに朝日新聞の記事件数を整理したのが表５
である。
　まず、商租権制定後から第 1 次世界大戦の終結までの時期について見
ると、商租権問題に関する記事が増加するのが1917年から翌年にかけてで、
記事の内容は中国側の排日的態度や商租細則制定の必要を報じるものであるが、この頃、東拓
が拓殖金融機関として満蒙に進出しており、商租について注目が集まった可能性がある22。そ
の後、商租権問題の報じられ方で興味深いのがパリ講和会議に際してのことである。全権の牧
野伸顕が、会議に赴く途次、米国で記者に対し、各国の経済閉鎖主義への批判的文脈から門戸
開放主義の意義に言及し、その中で、中国の閉鎖的態度の事例として商租権問題を取り上げた
ことが、いくつかの新聞で報じられている23。パリ講和会議以後、日本は、中国の国権回収と
21ヶ条要求関連条約否認などの動きに直面するが、一方で、大戦後の国家発展の方向性として
中国大陸への関心を強めており、それを阻害する閉鎖的態度の代表例として商租権問題が位置
付けられていたことがわかる。
　その後、1920年代について見ると、何かの政治的な動きにともなって断続的に報道されてい
ることが確認できる。例えば、1921年に報じられた時は、原内閣の第 1 次東方会議があり、こ
れに際して、在満日本人側で商租権問題解決を求める陳情がなされていた24。また、それか 
ら間もなく、奉天総領事落合謙太郎による商租権問題交渉がはじまったことでも注目が集まっ
た25。そうしたなか、報道の性格が、国内政治問題を反映したものへと若干変化するのが1925
年以降である。背景の一つとして、護憲三派内閣の成立（1924年）により政党内閣の時代が
おとずれ、議会において外交方針をめぐる議論などに注目が集まったことが考えられる。それ
までにも、商租権問題が議会で論じられたことはあった。しかし、例えば質問に立った国民党
の伊東知也（1918年 2 月、1919年 1 月《第40、41議会》）、憲政会の古賀三千人（1920年 7 月、
記事件数
1915年 2
1916年 3
1917年 6
1918年 11
1919年 3
1920年 2
1921年 10
1922年 4
1923年 5
1924年 4
1925年 6
1926年 12
1927年 4
1928年 12
1929年 5
1930年 0
1931年 13
表５　『朝日新聞』の
商租関連記事件数
註）朝日新聞社「聞蔵Ⅱビ
ジュアル」で「商租」で検
索し該当した記事件数。
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1921年 1 月《第43、44議会》）は自身が満洲で土地事業に携わったことのある、つまり商租権
問題の当事者であった。ほかにも、憲政会の加藤定吉が商租細則制定をめぐる政府の怠慢を責
める意味から予算委員会で質問したことがあったが（1920年 2 月、1922年 2 月《第42、45議会》）、
むしろ憲政会は商租権を設定した側であり（前身の同志会が21ヶ条要求時の与党）、いずれに
せよ質問としてはインパクトに欠ける。それに対し、護憲三派および憲政会内閣は、首相の加
藤高明が21ヶ条要求当時の外相であり、外相の幣原喜重郎もその掲げる対中不干渉政策が弱腰
外交としてやはり議会での議論の的になったこともあり、商租権問題に必然的に関心が集まり
やすかったと考えられる。事実、第50議会（1924年12月～1925年 3 月）では、衆貴両院の本会
議と予算委員会で商租関連の質問があり、さらに商租細則の制定を求める請願も出されている。
新聞でも商租権問題の解決を訴える記事がいくつか確認できる26。
　かくして政党内閣期以降、満蒙権益への態度がその政党の対外政策を占うものとなっていく
が、なかでも積極外交を掲げた政友会の田中義一内閣の成立では（1927年 4 月）、満蒙諸懸案
の解決が期待された。例えば、第 2 次東方会議の開催に際しても懸案事項の一つとして報じら
れており27、その後の満蒙問題交渉でも議題に含まれると見られていた28。ほかにも1927年から
本格化する日中通商航海条約の改定交渉では、治外法権撤廃と交換に内地開放を実現し、そこ
に土地所有権を含めることで商租権問題をも一挙解決できるとの報道がなされている29。しか
し、田中内閣の満蒙政策は、中国の内戦と張作霖爆殺事件、張学良による易幟などが重なった
こともあり、問題を解決するにはいたらなかった。この間、商租権問題は在満朝鮮人問題とも
絡む問題として認識され、複雑化する様相を呈した。
　しかし、この後、1929年 7 月、民政党の浜口雄幸内閣が成立して第 2 次幣原外交がはじまると、
再び対中不干渉政策をとり、また、通商条約の改定において関税問題を優先したこともあった
ためか、商租権問題に関する報道は減少する。この間、1929年の太平洋問題調査会の開催によっ
ていくらか報道がなされた程度であったが30、1931年に治外法権撤廃交渉がはじまると、これ
が商租権問題と結びつけられ、再び注目を集めるようになる。ただし、中国側が即時治外法権
撤廃と内地開放不承認を主張して日本に歩み寄りを見せなかったため、中国への批判的な論調
が目立つ31。この交渉の直前、第59議会（1930年12月～1931年 3 月）において、松岡洋右が満
蒙を生命線と呼んで話題となっていたが、その根幹をなすはずの商租権問題はついに解決され
なかった。むしろ、間もなく万宝山事件が発生したことで、商租権問題は中国の不法行為の代
表例として輿論硬化の材料となっていった32。
　以上からわかることは、商租権問題についての日本国内の報道が、1920年代後半以降、商租
権問題そのものの推移よりも、政治状況に左右された側面が強いことである。前章で見たとお
り、実際には商租権の空文化は1920年代中頃に決定的となっていたが、そうした実態よりも
むしろ、政党内閣による対満蒙政策が問題への関心を高めたといえよう。したがって、やがて
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第 2 次幣原外交がはじまり、日中関係が混迷の度を増していくと、実態としての商租はすでに
長らく閉塞状況にあったが、輿論のうえでは先鋭化していくのである。
（２）商租権問題をめぐる在満日本人の問題意識
　次に、商租権問題をより身近な問題として認識していた在満日本人の議論に注目してみたい。
満洲現地においては、居住権の制限は、日本の満蒙発展を阻害するだけでなく、自らの経済活
動を不利にする深刻な問題であった。そこで、満洲現地における問題意識を整理し、それが時
期とともにどのように展開するのかについて確認してみよう。
　まず、商租権問題の解決を強く訴えていた存在として、当事者である満鉄や東亜勧業が挙
げられる。満鉄では各種調書を作成して商租権問題についてまとめており、外務省に細則の早
期実現を求めていた33。最も大きな商租紛争地を抱える東亜勧業もやはり同様の調書を作成し、
細則の未制定を問題視していた34。また、在満日本人の輿論を見るうえで指標の一つとなるの
が在満日本人商業団体であるが、まず、鮮満商業会議所連合会では、1920年の第 3 回大会で商
租権問題が議案となっており35、さらに満洲商業会議所連合会でも1926年の第 5 回大会で議案
となっている36。これらは総じて、政府に対し細則の実現を求めるものであり、問題解決の最
優先事項としてこれを位置付ける点で、満鉄などと同じであった。
　しかし、在満日本人の商租権問題をめぐる議論について、今少し細部を確認すると、単なる
中国の排日行為への批判とはやや異なる見方が存在していたことが確認できる。その例として、
商租権問題についていくつかの著述がある川村宗嗣という人物を取りあげよう。川村は1911年
に東亜同文書院を卒業後、満鉄に入社して土地関係の事務に携わり、南満洲製糖株式会社に
転じた後も同様に商租権関連を担当していた人物で、商租権問題に詳しいことから、1924年に
は奉天総領事館の嘱託となっている37。川村は当初、商租権問題の争点として、やはり細則の
有無を重視していた38。しかし、ワシントン会議などを経て中国側の国権回収の動きが高まっ
た頃から、単に商租の細則を制定するだけでなく、その内地居住にまつわる、警察・課税法令、
司法制度の整備が、問題解決に不可欠の要件と見るようになった39。そして、そのワシントン
会議の決議に基づいて、列国による中国治外法権委員会が1926年初頭から開催され、治外法権
撤廃への議論が本格化すると、川村は治外法権撤廃と内地開放（土地権を含む）の交換策を
支持するようになる。そこでは「元来他国にやつて来て其国の法権に服せず自国の法権を背負
つて歩こうと云ふ様な考は明かに前世紀の遺物であつて、二十世紀の今日に於ては実に時代錯
誤」と治外法権撤廃を当然視するのであるが、それは中国側の条約不履行を責める一般の主張
とは、やや性格を異にするものであったといえる40。
　もっとも、こうした見方は川村に限られたものではなく、満洲現地にあって土地問題に詳し
い者の共通した認識であったと考えられる。つまり、治外法権が日中関係のネックになってお
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り、これを解消することで商租権問題も解決しうるとの見方が、現地に存在していたのである。
陸軍経理官出身で満蒙拓殖策について研究していた木下通敏は「満洲に於ける官界民間の邦人
有力者の所懐を叩いたが誰人も異口同音に法権の撤廃に異議なきことを述べて居た。而して商
租問題は此の問題の解決によりてのみ解決を見得るものなりとの意見が多かつた」と述べてい
る41。そして、1927年以降、日中通商航海条約の改定交渉が行われるようになると、これを好
機として、いよいよ本格的に商租権問題の解決が期待されるようになる。川村は大連発行の言
論誌『新天地』誌上で、「今日の所謂『商租問題』は決して『商租』の解釈とか商租細則の協
定などの問題ではない。そんな時代はとうに過ぎ去つて居る。其故にこそ条約改訂の交渉に於
て扱はれると伝へられる事の誠に可然であると信ずるものである」と主張するのである42。
　かくして、在満日本人は治外法権と商租権問題との間で葛藤するようになる。1930年 7 月、
雑誌『新天地』では、「商租権治外法権何れを択ぶべきか」と問いかけ、「商租権を主張する日
本人が同時に一方相変らずに厳然たる治外法権を保有するの実際を憶ふ時、支那は成程如何な
る無理算段をしてゞも此の日本への借金を踏みたをすより仕方なかつたのではないか」と中国
の態度に理解を示し、「由来日本及日本人が治外法権を厳に保有しつゝ、商租権を主張したの
が自体無理だつたのではないか」と疑問を呈すのである43。しかし、治外法権撤廃は満洲に居
住する日本人にとって切実な問題であり、実際には治外法権の恩恵を受けている以上、これを
商租権問題解決の交換条件とすることに反対の意見も存在した。特に張学良政権以降、排日の
度が増すにつれて、在満日本人が治外法権維持論を強めていたことが従来の研究でも指摘され
ている［副島1984］。かくして、商租権問題は最後の解決の手段を失うのであった。
おわりに
　ここまで確認してきたことをまとめておこう。まず、商租権の行使、つまり、日本の対満蒙
土地進出の概況であるが、第 1 次世界大戦下に急増したものの、大戦の終結とともに停滞期に
陥っていたことが確認できた。これまでの研究では、1920年代に急増し、それが日中間の対立
を醸成したと指摘してきたが、それは統計上の誤りであったことになる。次に、商租紛争、つ
まり中国側の妨害の実況であるが、これまでにもいくつかの例が取り上げられたことがあった
が、それらは商租件数に対してごく一部に過ぎず、全般的な状況を示すものであったとはいえ
ない。本稿では、在満領事の報告をもとにその展開を明らかにしたが、そこからは商租への妨
害行為が必ずしも日本人を直接的対象としたものではなかったこと、また、背景として、中国
国内の課税・警察権といった国内法制への日本人の不服従があったことや、商租停滞の原因と
して、日本側の経済問題もあったことがわかった。また、商租の取り締まりは段階的に強化さ
れていき、1920年代中頃には、日本人の土地権（商租だけでなく、家屋の賃借なども含め）の
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行使を全般的に防遏する体制ができあがるが、そこには抜け穴が全く存在しなかったというわ
けではなかったし、中国の国内政治情勢によっても変化が生じた。ここからは、法令を年表的
に見ることでは確認できない、現地の実態が垣間見える。
　一方、そうした状況に対する日本国内の反応を見ると、新聞報道ではしばしば商租権問題
を扱っていたが、1920年代中盤以降、国内政治状況の反映が色濃くなっていく。護憲三派内
閣、憲政会内閣の首相である加藤高明は21ヶ条要求当時の外相であり、外相の幣原喜重郎はそ
の対中外交姿勢が弱腰であると批判されがちであった。また、その後の田中義一内閣は満蒙問
題を重視する態度をとっており、いずれにせよ、注目を集めやすい外交案件であったといえる。
しかし、そうした関心のあり方は、満洲現地における商租権問題の展開とやや非対称であった。
これに対し満洲現地では、商租権の確立が重要な課題ではあったものの、やがて商租権の強行
を疑問視し、中国側の立場に理解を示す意見も現れるようになる。そこでは、問題解決の方策
として、治外法権撤廃に期待が集まるようになっていくのである。ただし、中国側の排日行為
が激化すれば、それにつれて治外法権撤廃は非現実的にならざるをえなかった。
　さて、商租権問題の歴史的文脈を考える時、これらの事実関係がいかにして満洲事変と接
点を結んでいくのかが解明されなければならない。しかし、そのためにはさらにいくつかの課
題が残されている。重要と思われるものを二つほど挙げれば、一つはこの問題への日本の外交
的対応を明らかにすることであり、さらにもう一つは、日本国内における、外交政策や国際政
治、あるいは移民問題や農業問題をめぐる専門的な議論に、商租権問題を位置付ける作業であ
る。前者についてはすでに別稿を用意してある［北野2020］。後者については今後の課題であ
るが、これらを通して、満洲事変以前の日本において、満蒙とはいかなる意味を持つ地域とし
て位置付けられていたのかを考察し、満洲事変の背景について再検討することとしたい。
注
 1 　外務省編『日本外交文書』大正 4 年第 3 冊上巻473文書。
 2 　商租権問題から日中関係を考察した研究として、臼井［1966］、馬場［1993、2003］がある。
 3 　在満朝鮮人に関する研究は多いが、例えば、兪［1986］などが商租権問題に触れている。また、間島
問題の文脈から論及した代表的な研究として、李［1991］がある。
 4 　相沢［1988］は商租の概要と昭和期に関する統計を作成しているが、研究関心が日中の対立点にあり、
統計の扱う時期も限定的であることから、商租の全体像を明らかにできていない。
 5 　なお、本来、東部内蒙古について認められていたのは農業合弁権であり、商租権ではない。しかし、
奉天省との隣接地域については、土地払下げを経て商租の対象となった地域もあり、また、外務省で
もこれを区別して統計を作成していない。
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局第三課調）。
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［2000］が紹介している。
38　川村宗嗣「商租問題に就て」（『満洲日日新聞』1921年 4 月23日～ 5 月 4 日）。
39　川村宗嗣「土地商租権問題解決の好機」（1923年11月）（外務省記録「支那ニ於ケル租借地関係雑件　
規則ニ関スル件」第 3 巻（JACAR Ref. B04011179400）、1924年 1 月14日、川村宗嗣発、外相松井宛）。
40　川村宗嗣「所謂商租問題」（『外交時報』44-5、1926年 9 月）。
41　木下通敏『人口問題ヲ基調トシテ　満蒙拓殖策の研究』（外務省通商局、1927年）第 2 章。
42　川村宗嗣「商租問題の核心」（『新天地』7-10、1927年10月）。
43　「主張及批判」（『新天地』10-7、1930年 7 月）。記事に「板倉」の署名あり。板倉真五か。
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